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【誤訳訂正書】
【提出日】平成28年11月14日(2016.11.14)
【誤訳訂正１】
【訂正対象書類名】明細書
【訂正対象項目名】０００７
【訂正方法】変更
【訂正の内容】
【０００７】
　本発明の一実施形態では、皮膚創傷または瘢痕を治療する方法が提供される。このよう
な方法は、例えば、必要とする対象に以下の構造：
【化１】

または
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を有する化合物を治療有効量含む組成物を投与することによって実施され、式中、
　Ｒ1、Ｒ2およびＲ3はそれぞれ独立して、アルキル、アルコキシ、ハロゲン、トリフル
オロメチルもしくは－ＣＯ2Ｒ4であり、Ｒ4は－Ｈ、Ｃ1～Ｃ6アルキル、ヒドロキシアル
キルもしくは－ＣＨ2ＣＨ2ＯＨであるか；または
　Ｒ2はそれぞれ独立して、

【化２】

、アシルスルホンアミド、ホスホネートもしくは－ＳＯ3Ｈであり；
　Ｅはそれぞれ独立して、Ｃ、Ｎ、ＳまたはＯであり；
　ＧはＣまたはＮであり；
　破線は結合の有無を表し；
　ｍは０～４であり；
　ｎおよびｐはそれぞれ独立して、０～５である。
【誤訳訂正２】
【訂正対象書類名】明細書
【訂正対象項目名】０００８
【訂正方法】変更
【訂正の内容】
【０００８】
　本発明のいくつかの実施形態は以下のものを含む：
　１．皮膚創傷または瘢痕を治療する方法であって、必要とする対象に以下の構造：
【化３】

または
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を有する化合物またはその薬学的に許容される塩を治療有効量含む組成物を投与すること
を含み、式中、
　Ｒ1、Ｒ2およびＲ3はそれぞれ独立して、アルキル、アルコキシ、ハロゲン、トリフル
オロメチルもしくは－ＣＯ2Ｒ4であり、Ｒ4は－Ｈ、Ｃ1～Ｃ6アルキル、ヒドロキシアル
キルもしくは－ＣＨ2ＣＨ2ＯＨであるか；または
　Ｒ2はそれぞれ独立して、

【化４】

、アシルスルホンアミド、ホスホネートもしくは－ＳＯ3Ｈであり；
　Ｅはそれぞれ独立して、Ｃ、Ｎ、ＳまたはＯであり；
　ＧはＣまたはＮであり；
　破線は結合の有無を表し；
　ｍは０～４であり；
　ｎおよびｐはそれぞれ独立して、０～５である、
　方法。
　２．化合物が、
【化５】

または
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およびその薬学的に許容される塩からなる群より選択される、実施形態１の方法。
　３．化合物が、
【化６】

およびその薬学的に許容される塩である、実施形態１の方法。
　４．組成物を皮下、真皮下、経皮、皮内または局所からなる群より選択される１つによ
って投与する、実施形態１～３の方法。
　５．投与が、少なくとも肥厚性瘢痕、陥凹瘢痕、皮膚線条および／またはその組合せか
らなる群より選択される瘢痕の種類の形成を軽減する、実施形態１～５の方法。
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　６．組成物を顔面、頸部、手、腕、胴部、背中、脚および／またはその組合せからなる
群より選択される領域に投与する、実施形態１～５の方法。
　７．組成物を外科的切開前、外科手術時、術後および／またはその組合せからなる群よ
り選択される時点で投与する、実施形態１～６の方法。
　８．前記投与が、治療を実施しない場合に生じ得る瘢痕形成を最小限に抑える、実施形
態１～７の方法。
　９．前記投与が瘢痕形成を予防する、実施形態１～７の方法。
　１０．前記皮膚創傷の原因が、切開、裂傷、温度熱傷、化学熱傷、擦過傷、刺創および
その組合せからなる群より選択される、実施形態１の方法。
　１１．組成物を皮膚創傷または瘢痕および皮膚創傷または瘢痕の周辺の組織に局所投与
する、実施形態１～１０の方法。
　１２．組成物を皮膚創傷または瘢痕および皮膚創傷または瘢痕の周辺の組織に注射する
、実施形態１～１０の方法。
　１３．組成物を少なくとも１日１回局所適用する、実施形態１～１１の方法。
　１４．組成物が、クリーム剤、懸濁剤、乳剤、ローション剤、ゲル剤、ゼリー剤、水溶
液剤、ペースト剤、エアゾール剤およびスプレー剤からなる群より選択される１つの形態
である、実施形態１～１３の方法。
　１５．しわ形成を治療、予防または抑制する方法であって、必要とする対象に以下の構
造：
【化７】

または

を有する化合物またはその薬学的に許容される塩を治療有効量含む組成物を投与すること
を含み、式中、
　Ｒ1、Ｒ2およびＲ3はそれぞれ独立して、アルキル、アルコキシ、ハロゲン、トリフル
オロメチルもしくは－ＣＯ2Ｒ4であり、Ｒ4は－Ｈ、Ｃ1～Ｃ6アルキル、ヒドロキシアル
キルもしくは－ＣＨ2ＣＨ2ＯＨであるか；または
　Ｒ2はそれぞれ独立して、
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【化８】

、アシルスルホンアミド、ホスホネートもしくは－ＳＯ3Ｈであり；
　Ｅはそれぞれ独立して、Ｃ、Ｎ、ＳまたはＯであり；
　ＧはＣまたはＮであり；
　破線は結合の有無を表し；
　ｍは０～４であり；
　ｎおよびｐはそれぞれ独立して、０～５である、
　方法。
　１６．化合物が、
【化９】

およびその薬学的に許容される塩からなる群より選択される、実施形態１５の方法。
　１７．化合物が、
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【化１０】

およびその薬学的に許容される塩からなる群より選択される、実施形態１５の方法。
　１８．組成物を皮膚創傷または瘢痕および皮膚創傷または瘢痕の周辺の組織に局所投与
する、実施形態１５の方法。
　１９．組成物を皮膚創傷または瘢痕および皮膚創傷または瘢痕の周辺の組織に注射する
、実施形態１５の方法。
　２０．組成物を少なくとも１日１回局所適用する、実施形態１５の方法。
【誤訳訂正３】
【訂正対象書類名】明細書
【訂正対象項目名】００１０
【訂正方法】変更
【訂正の内容】
【００１０】
　本発明の一実施形態では、皮膚創傷または瘢痕を治療する方法が提供される。このよう
な方法は、例えば、必要とする対象に以下の構造：
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【化１１】

または

を有する化合物を治療有効量含む組成物を投与することによって実施され、式中、
　Ｒ1、Ｒ2およびＲ3はそれぞれ独立して、アルキル、アルコキシ、ハロゲン、トリフル
オロメチルもしくは－ＣＯ2Ｒ4であり、Ｒ4は－Ｈ、Ｃ1～Ｃ6アルキル、ヒドロキシアル
キルもしくは－ＣＨ2ＣＨ2ＯＨであるか；または
　Ｒ2はそれぞれ独立して、

【化１２】

、アシルスルホンアミド、ホスホネートもしくは－ＳＯ3Ｈであり；
　Ｅはそれぞれ独立して、Ｃ、Ｎ、ＳまたはＯであり；
　ＧはＣまたはＮであり；
　破線は結合の有無を表し；
　ｍは０～４であり；
　ｎおよびｐはそれぞれ独立して、０～５である。
【誤訳訂正４】
【訂正対象書類名】明細書
【訂正対象項目名】００２１
【訂正方法】変更
【訂正の内容】
【００２１】
　本明細書で使用される「担体」、「不活性な担体」および「許容される担体」は互換的
に使用され得るものであり、所望の組成物を得るために本開示の化合物と組み合わせ得る
担体を指す。当業者であれば、特定の医薬組成物および／または美容組成物の作製用によ
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く知られている多数の担体を認識するであろう。担体は、体の角質表面をはじめとする部
位への適用に適したものであるのが望ましい。許容される担体は適用時に、皮膚をはじめ
とする角質表面と有害反応を実質的に引き起こさない。例えば、担体は、油脂性または非
油脂性クリーム剤、乳濁剤または油中エマルションもしくは水中油型、ローション剤、ゲ
ル剤またはゼリー剤、コロイドまたは非コロイド水性または油性液剤、ペースト剤、エア
ゾール剤、溶解錠剤あるいはスティック剤の形態をとり得る。一実施形態によれば、組成
物は皮膚科学的に適合性のある溶媒または担体を含む。組成物の調製に用い得る溶媒は、
例えば、生理的食塩水、油性溶液または軟膏剤などの水溶液を含み得る。溶媒はさらに、
皮膚科学的に適合性のある保存剤、例えば、塩化ベンザルコニウム、例えばポリソルベー
ト８０のような界面活性剤、リポソームまたは例えばメチルセルロース、ポリビニルアル
コール、ポリビニルピロリドンおよびヒアルロン酸のようなポリマーなどを含有してもよ
く、粘度を増大させるためにこれらを使用し得る。
【誤訳訂正５】
【訂正対象書類名】明細書
【訂正対象項目名】００２５
【訂正方法】変更
【訂正の内容】
【００２５】
　本開示の組成物は局所投与、皮下投与、真皮内投与、皮下投与、皮下投与および経皮投
与によく適するものである。局所投与は、皮膚の欠陥部位の皮膚表面に適用する組成物を
使用して局所作用を発揮させることに関連する。したがって、このような局所組成物は、
組成物を治療の対象となる皮膚表面、例えば顔面、頸部、腕、脚および／または胴部など
と直接接触させることによって外部に適用する医薬品または美容品形態を含む。この目的
のための従来の医薬品または美容品形態としては、軟膏剤、リニメント剤、クリーム剤、
シャンプー剤、ローション剤、ペースト剤、ゼリー剤、スプレー剤、エアゾール剤などが
挙げられ、これらはさらに、治療の対象となる欠陥および皮膚領域に応じて直接適用する
か、貼付剤または含浸包帯剤として適用し得る。「軟膏」という用語は、油脂性基剤、水
溶性基剤およびエマルション型基剤、例えば、ワセリン、ラノリン、ポリエチレングリコ
ールおよびその混合物を有する製剤を包含する。
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